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は じ め に
わが国の生産システムは 1970年代後半から急
速に変革しはじめている｡この背景として､マイ
クロエレクトロニクス(M E )技術革新の進行に
よって製造工程の橿械化 ･自動化が可能になった
ことであるが､今日のファクトリーオー トメーシ
ョン(FA)化は､製造工程の部分的な自動化を
いうのではなく､もっと系統的な生産システムの
変革を意味する｡つまり､従来から製造工程の省
力化を狙ってNC工作機械､マシニングセンター､
産業用ロボット等が個々に導入されていたが､最
近では個々のFA捺器を連続的かつ体系的に配置
することにより､高度な生産体制-の移行を志向
している｡
一方､わが国の経済社会が成熟化するにつれ､
消費形態が多様化し､そのことが生産面にも大き
な影響を与えるようになっている｡
すなわち､多品種少量生産-の移行であり､そ
のことが生産効率やコスト､さらには生産管理に
重大な影響を及ぼすようになっており､従来の生
産システムでは対処できなくなってきたのである｡
このような状況に対応するためには､多品種少
量生産に適合したフレキシブルなFA生産システ
ムが求められているが､近年その技術革新には日
電ましいものがあり､その特徴を述べると､
① 多品種少量生産-の対応として､ライン型か
らセル型へ､専用機型から汎用機型への移行
(診 総合生産システムとしての受注から出荷まで
の一貫化を目標に､CAD/CAMの一貫化､生産
管理と工程制抑の一貫化､加工 ･組立の一貫化を
目指すこと｡
(卦 最終的には工場の無人化-の志向
などがあげられる｡
本稿の目的は､このようなFA生産システムを
構築するためには企業はどのような基本体制をと
るべきか､機械工業をとりあげて検討し若干の考
察を試みようとするものである｡そのために､ま
ずFA化の契機とその背景を探 り､次にFA生
産システムはどのような構造を持ってし､るかを概
観する｡さらに､この点を踏まえて､FA生産シ
ステムを構築するための基本体制のあり方を論述
することにしたい｡
1. FA化への契機 と背景
今日FA化といわれている生産システムの変革
は､従来のオートメーションという工場自動化の
延長線のみでは扱えなくなっているが､このよう
なFA化-の契機と背景は何であろうか｡この問
題に対しては､いろいろな角度から答が用意され
るけれども､次のような側面から考えることが妥
当であろう｡
(1) 製品の多様化､多品種少量生産への対処
かつての高度経済成長期においては､規格化さ
れた量産型工業製品の生産が主流になっていた｡
ところが､2度にわたるオイルショック以後､経
済は低成長に移行したはか りでなく､消費構造
にまで地殻変動が生じ､それが､生産システムに
変革を迫まることになった｡つまり､大量生産 ･
大量消費から新 しい質の豊かさへの欲求の転換が
生 じ､画一的な量産製品よりも個性的な多様性を
好むという時代の到来である｡
このような消費構造の変化は､生産面からみる
と､生産品日数 ･品種の増加､製品ロットの小口
化現象となって現われている｡さらに､製品のラ
イフサイクルも短期化している｡これら傾向は企
業規模の大小に拘らずみられるものである.たと
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えは､昨年行われた ｢中小企業経営実態調査｣
(中小企業庁 )によると､多くの企業で製品の小口
化､品目数 ･品種数の増加､ライフサイクルの短
期化が進展している(図表 1)｡
図表1.製品の多品種少量短サイクル化の進展
(単位 :帝)
製品の
ロット
品目数･
品種数
ライフ
サイクル
増加した 70.6
_-′′減少した
短期化した50.9 豊左とも-
資料:中小企業庁 ｢中小企業経営実態調査｣61年2月
(荏)四捨五入のため合計は100にならない｡
一方､経済の低成長期では､マクロ的需要はそ
れほど増加しないことから､製品のシェア ･アッ
プや製品価格のアップは困難となっている｡その
反面､人件費などはじわじわと上昇しており､製
品コストの引き上げ圧力になっている｡
このような状況においては､多品種少量化す
る製品を円滑に生産システムに組み入れ､しか
も製造コス トを低減 させる生産体制を確立する
ことが重要であり､当然それは従来の大量型オー
トメーションのような生産システムでは対処でき
なくなっている｡つまり､多品種少量生産に対し
て柔軟に対応が可能であり､かつ生産性向上やコ
ストの低減にもつなが りうる生産システムが求め
られているが､これに対応しうるものとして､フ
レキシビリティあるFA生産体制が登場してきた
のである｡
(2) ME技術革新の進展と波及
さて､このようなFA化を可能にした技術的背
景は､何といってもME技椀の急速な革新である｡
1970年代以後､集積回路(I.C.)を中心とし
た半導体技術の進歩は急速であり､その技術はコ
ンピュータはか りでなく､あらゆる分野の製品に
大きな変化を促した｡たとえば､カメラ､時計､
家電などの分野でエレクトロニクス化が進み､品
質向上､軽薄短小化､低価格化がみられた｡
生産面から見ても､コンピュータと機械加=が
結びついたNC工作機械が現われ､機械加工に大
図表 2. ドA機器の導入状況
業 種企 業 規 模 製造部門へのME機器導入状況導 入 検 討 中 関心なし 不 明 計 (企莱数 )
全 体※ 31.6 35.9 28.0 4.5 100.0(3,149)
食 品 15.9 44.3 36,4 3.4 100.0 (352)
放 経 .衣 服 22.2 37.3 34.9 5.6 100.0 (338)
木 材 .家 具 14.7 34.5 44.5 6.3 100ー0 (238)
印 刷 45.7 32.3 17.3 4.7 100.0 (127)
窯 業 .土 石 28.5 39.9 27.8 3.9 100.0 (281)
金 計 43.9 31.6 19.9 4.6 100.0(1,183)
鉄 鋼 .非 鉄 31.5 32.2 29.5 6.8 100.0 (146)
金 属 製 品 380 48 237 35 ー (316
属 一 般 機 器 47.0 30.9 18.1 4.0 100.0 (249)
撹 電 機 53.0 28.0 13.8 5.2 100ー0 (232)
械 輸 送 槙 器 -36.5 36.5 22.2 4.8 100.0 ( 63)
自 動 車 52.7 29,7 12.2 5.4 100ー0 ( 74)
精 密 49,5 . 29.1 17.5 3.9 100.0 (103)
プ ラ ス チ ッ ク 34.9 42.9 20.6 1.6 100.0 (126)
そ の 他 23.5 39.6 32.6 4.3 100.0 (417)
1 - 19 人 15.4 29.0 47.6 7.6 100.0 (628)
20 - 49 ^ 25.7 39.0 30.8 4.5 100_0(1,136)
50 - 99 人 36.6 38.8 20.8 3.8 100.0 (732)
100人以上 52.8 p33.7 ll.5 1.9 100.0 617)
※ 不明をふくむ｡ (出典)亀山直行編著 『技術革新下の中小企業』P90､日本労働協会､1985
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きな変化を促した｡さらに､人間の作業を一部代
香 しうるような､多様な可能性をもった産業用ロ
ボットが実用化した｡また､生産に関する様々な
機器や周辺機器におし､てもME機器の導入がなさ
れるようになった｡今日､大企業はもとより､多
くの中小企業においてME機器が導入された り丁
導入が予定されている(図表 2)｡とくに､この
表からもわかるように､機械､電機､精密などの
加工組立業種においてME機器の導入が進んでい
るO
今日注目を集めているフレキシブルなFA生産
体制は､このような各種のME機器が導入された
ことが前提条件になっており､それが基盤になっ
て確立してきたと考えられる｡ただ､数年前から
普及しはじめたME機器の多くは､生産工程の一
部を自動化する役割を担うものであったが､今日
FAという場合､もっと系統的で包括的な生産体
制を意味することが多くなり､受注 ･生産 ･出荷
の一貫的生産システム化を目指している｡このよ
うに複雑な工程を総合的に制抑することが可能に
なった背景は､何といってもコンピュータやメカ
トロ機器の性能向上と低価格化に依拠しており､
それは､わが国が最も得意とする改良技術 ･複合
システム化技稀である｡
(3) FA化を容易にする社会 ･組按的背景
いかに革命的技術の発見や発明があっても､そ
れが容認される社会的土壌と組織的背景がなけれ
ば､円滑に技稀革新が進むことはなし､｡
とくに､先駆的技術を受け入れる組織の柔軟性
が不可欠の条件になる｡
多少蛇足になるが､戦国時代に武Ef]勝頼の騎馬
軍団が織田信長軍に放れた主因は､周知のように､
武田軍が鉄砲という技術革新の導入に遅れをとっ
たからである｡ただ､このことは武田が鉄砲の威
力を知らなかったわけではない｡武田の首脳陣は
鉄砲の革命的意義を承知していたはずである｡し
かし､武田はあまりにも強力な騎馬隊を有し､そ
れが無敵の如く信じられていたため､騎馬隊を不
用にするような鉄砲の導入は､組織として受け入
れられなかったのであろう｡そこに武田軍の悲劇
があった｡
今日のMEに代表される技楠革新にも､同様の
ことがいえる｡ロボットの語源はチェコ語の ｢ロ
ボタ｣に由来するといわれるが､ロボタとは奴隷
を意味する｡したがって､欧米では､ロボットと
いう語句には暗いイメージがつきまとい､それが
ロボットの社会的普及を阻害している｡
そのうえ､欧米は日本と異なり､労働組合が企
業別ではなく､職種別になっているからFAなど
の合理化につながる生産革新はなかなか進まない｡
わが国では､ロボットなどに対する抵抗感が小さ
く､企業別組合で企業単位で激しく競争しなけれ
ばならないから､ロボットなどの導入は企業が生
き残るために必要不可欠となる｡当然､わが国に
おいては､FAなどの生産技術革新は欧米よりも
速く進展することになる｡
(4)技術革新を促進させる産業政策
さて､以上のような背景の他に､わが国におい
ては新技術開発を促進させる産業政策が常にある
のではないかといわれ､この点が欧米などから批
判の対象となる｡産 ･官が一体となった ｢日本株
式会社｣と呼ばれるものへの批判が代表的なもの
である｡
ME技術革新に関しても､そのような立場から
日本の優位を指摘する人も多い｡たとえは､ ミカ
ェル ･オームは､日永のマイクロエレクトロニク
ス技節を促進させた要因として､一つは､ 1970
年代後半から日本の輸出環境の悪化に伴い産業の
再整備を迫られたこと､他には､日本の企業は民
間 ･銀行 ･政府の三者が一体となって ｢計画開発
機関｣として連盟を組み､企業の自己資金の限度
をこえて大量の設備投資が可能であったことを強
調している｡
まっが国の産業育成に関し､官 (政府 )の役割に
対してはさまざまな評価がなされている｡確かに､
産業が成熟していない初期の段階においては､幼
稚産業の保護 ･育成のための官の役割は決定的と
いえるほどの重みをもつが､産業や技術が高度化
するにつれ､政府の役割は小さくなるのが普通で
ある｡このような観点から最近のME技楠の進歩
をみると､官の力とし､うより民間活力によるとこ
ろが大きいと考えられ､わが国の民間企業のME
技術は,世界の トップレベルに達しているo企業
の技術開発に自走力がついてし､ることから､今後
は民間中心に､FA化のような技鯖は進展してい
くと考えられる｡
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3.FA生産システ ムの構造
FA生産システムを構築するための基本体制は
どうあるべきかを考察するには､FA生産システ
ムとはどのようなものかを明確にしておく必要が
ある｡
｢FA生産システムとは何か｣を明確に統一し
た定義はなく､現状では自動システムを生産する
メーカによってかな り異なっている｡たとえはコ
ンピュータメーカでは工場全体を省力化システム
として定義し､メカトロニクス製品メーカは自動
化システムを部分的にとらえて定義していること
が多い｡また､オー トメーションの流れの中に位
置づけて生産システムにおける ｢物の流れ｣の自
動化をはかるものをFA生産システムと称してい
る研究者もいる｡しか し本稿では企業においてF
A生産システムを構築するための基本体制のあり
?
?
?
?
?
?
????
方を考察することが目的であるので､生産システ
ムを企業経営活動のサブシステムとしてとらえて
FA生産システムを次のようにとらえることにす
る｡すなわち､｢FAシステムとは受注から出荷
に至るまでの生産活動 (主として加工や組立 )に
おける生産システム全体の効率的な管理と制御を
行うこと｣とする｡具体的にはFA生産システム
は図表 3に示すように工場における生産活動の自
動化システムおよびそれらを効率的に管理､制御
を行うCAD/CAMシステムと生産管理システム
モこおける活動を対象としている｡このようにFA
生産システムをとらえると各サブシステムでのソ
フトウェアがモジュール化しやすし､ために多品種
少量の生産に柔軟に対応しやすいこと､さらにサ
ブシステムを変更する場合､比較的容易に対処で
きる利点がある｡以下にこれらサブシステムの内
容について概観していくことにする｡
図表3.FA生産システムの構造
CAD/CAM システム
写経 1音 量-ぱ 蓋琵≡冨蓋宗 管理
･製 図 .図面管理
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ユf
管 理
･工程管理 .倉庫管理
･品質管増 .購買外注
･原価管理 管 理
･納期管理
･設備管理
自 動 化 シ _ス テ ム
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(1)計画と管理
生産の計画と管理においては技術情報および生
産管理情報をいかに製造システムにソフト面から
バックアップするかを焦点としている｡このため
のシステムがCAD/CAMシステムであ り生産管
理システムである｡
(彰 CAD/℃AMシステム
CADとは精機学会総合生産システム研 究分科
会編の『践械生産システム用語辞典 』によると､
｢コンピュータおよび関連情報機器を利用して､目
的関数が定式化されていない設計を適切かつ自動
的に行うこと｣と定義 している｡一方CAMとは､
｢適切な製造設計仕様ならびに生産要求情報をコ
ンピュータに入力して､工程設計､作業設計など
の情報処理を行うとともに､生産工程を自動的に
制御することO広義には､人間とコンピュータの
それぞれの特徴を活かしながら､製品の製造に関
する経営､管理や作業などの制御を行 うこと｣と
定義されている｡図表4.にそのCAD/CAMシス
テムの構成の 1例を示 して,いる｡
図表4.CAD/CAMシステムの構成
生産デ ター
ベ ー ス
･生産設計
･工程 設計
･加 工情報
作 成
･設 計 情報
･工 程 情報
･部 品 情報
･NC情報
･設 備 情報
･治工具情報
･計 画 実績
･企 画 見賃
･基 本 設 計
･詳 細設 計
CAM-C
ここではCAMをCAMIP《コAM-planning)と
CAM-C(CAMICOntrOl)に分けている｡CAM
-pとはコンピュータの製造データベースまたは
データーファイルを用いて､生産設計､工程設計､
加工情報作成を行うことであり､CAM-Cとは､
CAM-Pで作成された情報に基づし､て設備制御､
工程間制御､データ収集を行 うことをいっている.
このCAD/CAMは理想として､CADにより決
定された部品や製品が直ちに自動生産(CAM)さ
れることを理想としているが､現在のCAD/CAM
はまだそこまでには至っていなし､のが実状である｡
たとえば､現在CAD/CAMシステムとして利用
されているものは大型汎用コンピュータをホスト
コンピュータとするロッキード社の開発 したCA
DAMからパソコンを使ったシステム まで国内外
の各メーカーから数多く販売されており､それら
の価格はノ､-ド､ソフトの両方で数億円から数百
万円までとその幅は広し､｡
② 生産管理システムtMRPシステムを中心 と
して-
生産管理システムは顧客の要請する受注内容に
基づいて具体的な生産目標を設定し､それに従っ
て生産過程を適切に稼動させることにより､全体
として効率的な生産を行なわせることを意図した
仕組みである.この仕組みでは､次のような諸活
動が行なわれる｡
･生産の計画と統制
･工程管理
･原価管理
･設備管理
･倉庫管理
･購買外注管哩
･環境管理
この中で生産管理システムの中核となる生産の
計画と統制についてフレキシブルな生産管理を基
本思想として持つMRP(MaterialRequirements
planning)システムについてみてみることにする｡
MRPシステムはコソビュー/タによりリアルタ
イムで生産､在瞳を管理する総合的なシステムで
ある｡その主要テーマは必要な日時に､必要な場
所-､必要な材料､部品を入手することである｡
このMRPシステムの構成とその流れは図表 5に
示されている｡
MRPシステムの計算プロセスは､基準生産計
画､部品構成表､部品関連情報､指示済オーダー
明細の4種類の情報をもとに図表5に示されるよう
に行なわれる｡ここでは次の6項目の計算が行な
われる｡
･総所要量計算
･純所要量計算
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･ロット編成計算 ･勧告オーダ
･先行計算 ･進度訂正勧告
図表5.MRPシステムの全体
設計変更
管 mJ.
図表6.所要量算出のシステム
･基本生産計画
･構成部品表
･在韓状況
(手持在庫､
仕掛品､発注残)
･発注ロット
･リー ドタイム
_________________l
･X 下位レベルの総所要量計算に移り､構成部品表最下位品目にたどりつくと､MRP計算を終える｡
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(2)工程の制御システム
工程の制御はスーパミニコンを使った工程制御
コンピュータシステムのもとで生産機械設備が有
機的に結合されて管理される｡代表的な機械設備
として次のものがあげられる｡
⑦ NC工作機械
ワークを加工する｡
径) ロボット装置
部品の加工､搬送等を行い組み立てるO
⑳ 自動検査 ･調整装置
部品､製品を必要なところで測定 し､所
定の範囲内に調整する.また品質の良否を
検査する｡
㊤ 自動搬送装置
部品､製品を移動させる｡
⑳ 自動倉塵
部品､製品を一時的に保管する｡
これら生産機械設備および作業者用のコンピュ
ータ入出力端末装置に対して工程制御のコンピュ
ータシステムの処理は生産計画に従って作業者､
材料 ･部品 ･製品､機械設備の3著聞のデータを
制御することになるO
処理としては､たとえは以下のことを行なう｡
･ホストコンピュータとの計画と実績の交信
･作業者-の作業指示のための入出力端末装置
-の表示
･各作業者､設備に対する生産計画の詳細スケ
ジュール化
･作業進捗管理､在庫管理
･枚械設備の稼動状況の監視
･NC工作機械-指示すべきNCテープの転送
と管理
･材料 ･部品 ･製品の搬送指示
･検査装置からの品質データの統計処理
･機械設備に対する計測制御指示
このような工程制御コンピュータシステムの処
理内容は処理すべき機能が多様化し増大化する傾
向にある｡このため制御するプpグラムは多量に
なるので機械設備に関するものは横械設備のマイ
コンに行なわせる分散処理があた りまえになって
きた｡ したがって､工程制御コンピュータシステ
ムでは､工程経路のどこに製品､部品があり､ど
のような状態にあるかとし､うことを トラッキング
して､適宜､機械設備のマイコンに対 して､起動､
停止､分岐などの トリガの制御機能のみを支える
のが一般的となっている｡
以上のようなことから工程制御コンピュータは
-- ドウェアの機能として､多様なインターフェ
ース装置､最小の線材で配線できるデータ-イウ
ェイ装置､二重化等高信頼構成､物の流れを無人
で追跡可能とする識別センサ､処理性能の余裕度
とメモリ容量の拡張性､等の条件を備えておくこ
とが必要とされる｡またソフトウェアの威能とし
ては､高速応等性とリアルタイムOS､容易に更
変､検索等の管理を行 うデータベース､ リアルタ
イム用の高級言語､簡単に会話ができるパッケー
ジソフトを備えることが重要とされる｡
(3)製造システム
生産機械設備は加工､組立､検査 ･調整､搬送
等から成る｡このような生産機械設備は大量生産
の時代には特定用途に対 してそれぞれが椀能して
いればよかった｡ しか し現代のように多品種少量
の生産の時代には生産横桟設備は製品のライフサ
イクルに応じてそのメカニズムを容易に変更可能
にできること､一定のサイクルタイム内において
複雑な動作を伴う多機能をもっこと､これらを融
通性高くしておくことが必要となってきている｡
このためマイコンの効果的な導入により楼械設備
に対する制御が行なわれてきている｡ここでよく
使用される生産機械設備をみてみることにしよう.
(D NCZ作枚械
NC工作機械は工具台とワークを搭載 してある
テーブル等､対象とする機械の可動部の位置と移
動速度を数値制御情報によって自動的に加工する
機械である｡このNC工作機械はNC装置部､枚
械動力部､機械動作部から構成されている｡その
基本原理はNC装置部に数倍制御情報を入力する
とパルス列の電気信号に変換されて､このパルス
列がサーボ機構の入力となって楼械動作部が駆動
しワークが加工されることになる｡
NC工作槙械の種類は多くNC旋盤､マシニン
グセンタ､NCフライス盤､NCボ-ル鹿､NC
研削盤､NC中ぐり盤などがあり､さらにその他
特殊加工機としてNC放電加工按､NCワイヤ放
電加工枚､NCガス切断校がある｡また レーザー
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加工概等幅広く利用されているO
このようなNC工作機械は自動化による生産性
向上だけでなく､いろいろな利点を持つ｡たとえ
は､製品品質の均一性向上､機械の稼動率 ･生産
性の向上､治工具類の工具費やスペースの節約､
生産 リー ドタイムの短縮等であり､これらの利点
により大きな普及をしてし､る｡
図表7.産業用ロボ･./トの分類(JISB-0134-1979)
マニユアノレ.マニプレー タ 人間が操作するマニプレー タ
固定シーケンス あらかじめ設定された順序と条件および位置に従って動作の各段階を遂
･ロボット 次進めていくマニプレー タで､設定
情報の変更が容易にできないもの
可変シーケンス あらかじめ設定された順序と条件および位置に従って動作の各段階を遂
･ロボット 次進めていくマニプレー タで､設定
情報の変更が容易にできるもの
プレイ/ミック. あらかじめ人間がマニプレー タを動
かして教示することにより､その作
業の順序､位置およびその他の情報
ロボット を記憶させ､それを必要に応じて読
み出すことにより､その作業を行え
るマニプレー タ
数値制御ロボット 順序､位置およびその他の情報を､数値により指令された作業を行えるマニプレー タ
知能ロボット 感覚校能および認識機能によって行
② ロボット装置
ロボット装置は産業用ロボットとして図表 7.の
ように分類されて定義されているO
現在の主力は固定シーケンス ･ロボット､可変
シーケン.ス ･ロボットが多い｡ 1980年の生産統
計によれば固定および可変のシーケンス型のロボ
ットの機種の台数の合計は全体の74啓を占めてし､
る｡用途別ではプラスチック成型加工用､切削研
削加工用の機種が多い｡特にこのような産業用ロ
ボットは一般に周辺校器を含めて高額であり､そ
の設置にあたっては経済的見地から有効性の検討
が不可欠とされる｡
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③ 自動検査装置
自動検査装置は材料 ･部品 ･製品に対する自動
検査と生産機械設備に対する保守､点検の2つが
ある｡材料 ･部品 ･製品に対する自動検査はこれ
らが果たすべき機能と性能を制御情報あるいは認
識情報によって､あらか じめ準備された基準値の
なかから､それに相当するデータを選び出して測
定データと比較して偏差をはじき出す等により品
質の保証範囲にあるか否かを判断 して行なう｡た
とえは加工中の測定､検査では光による加工面の
反射特性や､回折特性を検出して形状､表面状態
の検出を行 う｡また物体の立体形状の測定ではタ
ッチセンサーつきのプローブや非接触式近接セン
サ-を使った3次元測定がある0
-万､保守､点検のための検査は生産機械設備
が正 しく稼動してし､るかどうかを､異常現象の有
無によって把握することが主となる｡たとえは､
電源や油圧の急変等の異常がないか､稼動状態は
よいか､工具煩の寿命は大丈夫か､等工程制御コ
ンピュータシステムから常時､生産状態を監視す
ることにより自動検査がなされる｡最近では槙械
設備の中にマイコンが組み込まれてし､ることが多
いので､それにより状況を詳 しく杷超 して､異常
時には作業者に知らせると同時に工程制御コンピ
ュータに信号を送って対処をさせることが多い｡
④ 自動搬送装置
日動搬送装置はFA生産システムが有機的なシ
ステムを構成させるとし､う点において､この部分
に特色がある｡搬送の対象物は加工品､組立品､
取付具､切削工具､切り屑等であり､これらを2定
点間あるいは自由度の高し､2点間を水平方向､垂
直方向およびそれらの組合せた方向に搬送する｡
これら搬送の動きに対する制御の方法はコンベア
のように地上側設備に対して指示する方法､無軌
道台車のように移動する装置側に指示する方法の
2つがある｡作られる製品の種塀や工場の中の設
備により種々の搬送装置が用いられる｡図表 8は
よく使用される搬送装置の種類とその特徴と短所
を示している｡
(9 自動倉庫
自動倉瞳の基本的な機能は収容物を随時保管し
ておき､必要に応じて出すことである｡
このために単に貯蔵ないし保管の役割を果たす
図表8.梯送装置の種類と特徴
種 類 特 徴 短 所
コン′ベア ･大物から小物までの搬送が可能である ･経路が固定的で自由度が小さし､o
･パレット搬送に適する〇安価である〇搬送能力が大であるo
ロボット ･搬送とワークの自動機-の取付けを同 ･搬送範囲が限定されるo
-ロボットで可能とさせるo ･可搬重量が小さいo高価であるo
軌道式台車 ･軌道を走るので安定性がよいo ･経路固定のため自由度小であるo
･高速搬送､重量搬送も可能である〇停止精度も高いo ･床面積を多く必要とするo
無軌道台車 ･走行経路は電磁誘導式､光学誘導式､ ･走行速度は遅いo
(無人車 ) 磁気誘導式によるo ･停止精度も悪'い.
･通路の有効利用､レイアウトのフレキ ･高価であるo
シビリティが大きし､o ･床面の整備が必要であるo
･小型から大型まで利用可能であるo ･バッテリ式のものは充電時間の制約があるこ
シャトルカー ･ラックピニオン､回転軸方式などで駈 ･基本的には固定されたレール上を走る
動するo･大形から小形まで利用可能o比較的安価であるo だけであるので融通性に欠けるo
オー トローダ ･天井走行形ロボットともいうべきもの ･レイアウト上の制約をうけるo
で､軸､歯車類の丸物の搬送と供給を ･枚械の中心軸とオートローダの走行レ
同時に行うo -ルの方向とを一致させる必要があるo
ス タ ッ カ ー ･シャトルカーに上下方向の搬送機能が ･搬送範囲が限定されるo
だけではなく､品物の種類と数量など現在の特点
での最新情報を記憶 して在庫管理の機能も求めら
れてし､る｡したがって自動倉庫はワークの流れの
自動化と保管に合致した機構をもっこと､ワーク
の保管重量や保管個短などの条件に適合 した構造
をもっこと､コンピュータ指令によりワーク保管､
ワークの姿勢制御を行うことが必要となるOこの
ような要件を持つ自動倉庫は次の4つの種類があ
る｡
6) 立体自動倉庫 (スタッカ-クレーンを用い
た高層ラック)
総収納個数は拡張性がある｡そこで保管できる
単位重量はバケット使用の場合50kg前後､パレッ
ト使用の場合は 1-3トンが標準である｡
(抄 水平型回転ラック
保管 ･運搬 ･管理の3機能をシステムとしても
っている｡建屋内の一時ストレージとして使われ
ることが多い.ノミケット単位の杭載荷重は20-50
kg程度､格納個数は最大200個程度である｡
◎ 垂直型回転ラック
これは機構上のフレキシビリティがないので保
管物の大きさに制限がある｡棚の空間は高さ30m､
奥行30cm､幅 2m程度が最大であるc l棚あた り
の積載荷重は100-200kgであるが､バケット単
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位あるいは､保管物単位では 1kg～10kgである｡
④ 流動ラック
保管棚がローラコンベアで構成されているため､
容器のまま保管できるのが特徴である｡積載荷遠
は数百軸- 1トン程度が標準であるが､特殊なも
ので1kg以下に適用されるものもある｡
4.ドA生産システム構築に求められる
基本体制
成熟市場における今日の動態的な多品種少量生
産のための以上述べたような構造を持つFA生産
システムを構築するには企業としてどのような基
本体制が求められるのであろうか｡
一般に､企業が生産システムを作 り上げていく
に際しては､本質的に創造的な側面と分析的な側
面が等しく必要になるといわれている｡というの
は､生産機械設備およびそれらを動かすソフトウ
ェア等から成る生産システムは期間的に見ると固
定化される傾向にある0-万企業に要請される顧
客からの品種､性能､コスト､品質等の受注内容
は大きく変動する｡このような状況下におし､ての
生産システムの構築は市場や顧客の未来動向を見
定めた上で､まず創造的に市場や顧客の動きその
もののなかから新しい技飾可能性の芽を探 り出し､
その後に論理的な分析力で現実性あるシステム案
を繰 り上げることにあるからである｡
そこで動態的な多品種少量生産の生産システム
を構築するために､FA生産システムとして成立
する条件とは何かをまず確定し､その上で具体的
にどのような基本体制が必要とされるかを考えて
みることにしよう.
(1) FA生産システムの成立条件
前述しちょうなFA生産システムを構築するた
めには､FA生産システムを--ド面､ソフト面､
経済的側面からとらえると次の条件をととのえて
し､ることが必要と考えられる｡
(D --ド面
フレキシブルな生産工程の設計がなされており､
さらにNC工作機械､ ロボット装置､自動搬送
装置､自動検査装置､剖'm装置等の生産設備機械
が統合化されていることが必要である｡そのため
にはグループテクノロジーによるセル概念を導入
し､部分最適がはかられていると同時に､全体的
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に有機的に各設備機械が結合されて､適応的な変
化が可能な構造にしておかなくてほならない｡
② ソフト面
--ドの部分を円滑に働かすソフトが完備して
いることが必要である｡これは各設備撹械を作動
させるための自動プログラミング､生産の対象と
なる多様な製品 ･部品 ･材料を選択する生産計画､
生産過程を計画管理するための工程計画､日程計
画､製造システムを保全するため設備保全等に関
する情報処理システムが確立していなくてほなら
ないQまたフレキシビ])チ.Lある製造体制を早期
に検討できるための精度の高い生産予測も大切と
なる｡これらは製造システムのソフト面を完備さ
せて生産性を保証することに他ならない｡
③ 経済面
一般にFA生産システムには高額の投資がなさ
れる｡このために投資理論の立場から生産システ
ムを評価しておかなくてはならない｡また費用対
効果を高めるために無人運転､ 3交代制､稼動率､
操業度等の検討が十分吟味されていることが必要
である｡すなわち経済性が保証されていなくては
ならない｡
(2) FA生産システム構築のための基本体制
上で示したようにFA生産システムの成立条件
を満たすには､FA生産システムを構築するにあ
たって次のような基本体制が必要と考えられる｡
その第 1はFA生産システムを構築するために
企画 ･構想時における基本体制として総合エンジ
ニアリング体制をとることである｡第2はこの企
画構想にそって生産システムをどう運用するかの
運営体制のあり方を考察することである｡以下こ
れらについて述べてみよう｡
① 総合エンジニアリング体制のあ り方
FA生産システムはこれまで示してきたように
企業における生産にかかわるすべての部分を対象
としたシステムである｡したがってFA生産シス
テムを構築するにはまず企業がその中長期計画に
基づいた生産システムを自ら構想 ･企画し､既在
の生産工程の検討と再編成､構成する機械 ･設備
の開発を含めた選定､レイアウトの設計､そして
製造システムを効果的､効率的に運用するための
ソフトウェアの開発など総合的なエンジニアリン
グの体制をとることが大切と考えられる｡この体
制はロボット等単体の機械設備の導入にあたって
も程度の差はあれ同様の配慮が本来は必要とされ
る｡特に今まで必要な時に必要とされる機械設備
をその時々に導入してきた企業では トー タルで生
産システムを見直してみると不都合な部分がある
というのはこの総合エンジニアリングの視点が欠
けていることによると考えられる｡
図表9は総合エンジニアリングの推進手順とそ
の業務を示 したものである｡FA生産システムを
構築するにはここに示 した段階を確実に踏むこと
が必要であろう｡
図表9.総合エンジ=7リングの推進手順と業務
phase ユl/-)-.7リンク践縫 総 合 エ ソ ジ ニ 7 リン グの 業 務
phase-l～ 匡∃謂 志定 巴 医 号リテ十 と ∃ 匡 璽 司(勤 システムの ･臼的,El漂条 .現状分析 .調査検討 .概念設計 .総合評価
目的とu控の 件 .1守米-守,洲J .データ解析 .研究開発計内 .課唱 ~
設定 ･評価の考え方 .ニーズの把探 .新システムの .プロジェクト .問摺}:I-.､
C2) 旧姓Il])易は JIiu､).叩;iな .flり甥の抽E.目 板念に兆づ く 計的:B 対策
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このような総合エンジニアリングの体制をとっ
てFA生産システムを構築することは次のような
利点があるからに他ならなし､｡第 1は生産システ
ムそのものの目的 ･役割がより明確化されること､
第 2に生産システムの各構成要素はシステム全体
の中でのバランスが考慮されて､よりよいものを
選択できること､第 3に企業環境の変化により適
応が可能なこと､第 4に生産システムの評価が確
実に行なわれることである｡
② FA生産システムにおける工場運営体制のあ
り方
工場のFA化が進展すると工場における組織も
人も変化せざるを得ない｡工場の変化のまず第 1
は現場の構成員の変化である｡FA化の進展によ
り,あまり熟練を要する仕事は減 り､そのかわ り
に､NCテープなどソフトウェ7を担当する人､
機械操作だけを行う人､横械 ･設備のメンテナン
スをする人､等に分離されてくる.一方､FA化
に取 り残された部分の仕事が残る｡バリ取 り､仕
上､前加工､等の非常に単純な作業が増えると考
えられる｡したがってこれら単純作業を行 う労働
者の増加が考えられる｡第 2は勤務体制の変化で
ある｡前述したようにFA生産システムは経営に
とって巨大な投資を必要とする｡このため経営と
しては生産システムの稼動率を向上させざるを得
ない｡一般的にはFA化の進展により､稼動率は
2-3倍に上げることが必要であろう｡これによ
り､勤務体制の変更が必要とされる｡従来 1直の
ものを､ 2直 3交替､あるいは 3直 4交替などの
勤務体制を変更することになる｡第 3はコンピュ
ータソフト､高度の機械 ･設備のメンテナンス等の
知識レベルを要求されるO作業者は間接的に機械
･設備を操作するだけにとどまらず監視､メンテ
ナンス､ソフトウェアの作成等多様な業務を要求
される｡これは従来と異なった高度の知識 レベル
が必要となる｡
以上のような工場の質的変化により､工場にお
ける運営体制のあり方として以下のことが考えら
れる｡
第 1は小人数による工場運営である｡FA生産
システムの導入により経営としての成功不成功は
投資回収がうまくいくかし､かなし､かによる｡この
ために必要最少人員で工場運営を行なわなければ
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ならない｡しか しながら､現在のように市場の成
熟化は市場開拓､シェアアップを田艶とさせてい
る｡ したがってFA化の進展は既在人員に余力を
生 じさせることにつながる｡こうしたことから小
人数による工場運営体制を確立する時には事前に
生産余力人員の活用策を繰っておくことが重要と
なる｡特に省力化を図るためのFA化は事前に組
合との協議も重視される｡
第2は作業者の教育 ･訓練である｡FA化され
た工場は高度にコンピュータが活用されている｡
したがって作業者といえどもコンピュータソフト
技術とは無縁ではありえなし､｡これらの技鵜を持
つ要員を養成するのは短期的には困牡であるので
FA化導入とあわせた育成計画が必要となる｡さ
らにFA化された製造システムは､新たなマン･
マシン作業編成のもとで､従来と異なる運転要員､
保全要員､コンピュータ支援要員と生産技術の強
化が必要となる｡FA化の効果を最大限に発揮さ
せ､それを安定維持していくためにはそれを操作
する作業者の力に負うところが大である｡ロボッ
ト等の--ドウェア技箱だけではなく､ソフトウ
ェア技術を駆使していくため教育 ･訓練には十分
な配慮が必要である｡このためには企業内の育成
を前提とした長期的な視点に立った教育 ･訓練の
制度が必要となる｡教育プログラムとしてはFA
生産システム全般にわたる幅広い知識､NC工作
楼城､ロボット等のFA機器の運転の知識､NC
機械､ロボット等の指令､入力のためのプログラ
ム作成に関する知識､各機械設備の保守に必要な
技希等FA生産システムの運用に必要とされる基
本的な事項の教育は欠かせないであろう｡
第 3は保全体制の充実をはかることである｡F
A生産システムは単に機械 ･設備を導入し､ソフ
トウェアを整備すれば十分機能するというもので
はない｡計画する､保全保守をする､実際に楼械
設備を運転する､等これらすべての面における運
営体制がととのっていないと成功するものではな
い｡さらにメーカーとの協調も大事で､運転指導
をしてもらった り､運転状況の検討をした りして
完全な運用状態に近づけていくことが大切である｡
このためには設計 ･技柿部門､製造部門､その他
関連する部門を含めた トー タルな保全体制を生産
システム導入時より検討すると共に､運用段階に
おいても徹底を図っていかねばならないであろう｡
む す び
生産システムのFA化は､工場の無人化を志向
し､すでに多くの企業で試みられてし､る｡ しか し､
FA生産システムを維持するためには､人間の高
度な知能や技能が必要であ り､この意味でFA生
産システム全体として無人化が可能になるわけで
はない｡
FA生産システムの特徴としてもつ生産の柔軟
性は､完全に個別の一つ一つの製品 ･部品の生産
への対応を可能にするものではなく､そこには限
界が存在する｡つまり､新 しい設計では､設計や
生産技術に関する人間の知的活動が必要であるし､
新 しい製造技術の変化に対 しては､熟練 した高度
の技能や経験が求められている｡ ー
今日､すでに多くの工場で昼夜を問わず無人で
稼動 しているが､人間が全 くいなし､というわけで
はない｡システムを円滑に作動させるために､工
程制抑や監視を行 う指令室があり､それが決定的
役割を担っている｡この意味で､人間と機械の役
割を指令側と援動側とに明確に分離 して､人間は
知能レベルが高い仕事をするということが､FA
化された工場の姿として考えられるのである｡
さらに､一企業だけでなく他企業との競争の中
で､また機械工業だけでなく他産業との競合の中
でどのような生産戦略の下にFA生産システムを
構築すべきか､とし､う重要な問題がある｡この点､
本稿では触れなかったが､企業間競争が激しくな
り､業態革新が進む今日の経営環境におし､てほ､
ますます重要な戦略的問題になると考えられる｡
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